
豊富な知識で全力サポート !

経済産業省公認の

私たちにお任せください！
のことなら

ＤＸ認定を取得すると・・・

DX認定基準（デジタルガバナンス・コード）に基づいて、それぞれDX認定の項目があります。

引用：経済産業省「DX認定制度の概要及び申請のポイントについて」
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-nintei/0806_dx-certification_point.pdf（参照 P8）

DX認定の項目 認定基準（デジタルガバナンス・コード）

(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の
 方向性の決定

デジタル技術による社会及び競争環境の変化の影響を踏まえた経営ビジョン及び
ビジネスモデルの方向性を公表していること

(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な
方策（戦略）の決定

デジタル技術による社会及び競争環境の変化の影響を踏まえて設計したビジネス
モデルを実現するための方策として、デジタル技術を活用する戦略を公表している
こと

（2) ① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
デジタル技術を活用する戦略において、特に、戦略の推進に必要な体制・組織
及び人材の育成・確保に関する事項を示していること

(2) ② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備
の具体的方策の提示

デジタル技術を活用する戦略において、特に、ITシステム・デジタル技術活用環境
の整備に向けた方策を示していること

(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定 デジタル技術を活用する戦略の達成度を測る指標について公表していること

(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等
を図るために必要な情報発信

(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすこと
よる、事業者が利用する情報処理システムにおける
課題の把握

(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び
実施

経営ビジョンやデジタル技術を活用する戦略について、経営者が自ら対外的にメッ
セージの発信を行っていること

経営者のリーダーシップの下で、デジタル技術に係る動向や自社の ITシステムの現
状を踏まえた課題の把握を行っていること

戦略の実施の前提となるサイバーセキュリティ対策を推進していること

ＤＸ認定の基準は

まずはお気軽にご相談！お問い合わせはHPから！
https://soumu-madoguchi.co.jp/dx-nintei/

準備活動と
文書作成を
サポート

DXに積極的に
取り組んでいる
ことをPRできる

ＤＸ認定制度
ロゴマークを
使用可能！

中小企業を
対象とした

金融支援措置の優遇

人材育成のための
訓練に対する
支援あり
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支援措置の優遇
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ＤＸ認定制度とは・・・
「情報処理の促進に関する法律」に基づき「デジタルガバナン
ス･コード」の基本的事項に対応する企業を国が認定する制度。
企業がビジネス環境の激しい変化に対応し､データとデジタル
技術を活用して､顧客や社会のニーズを基に､製品やサービス､
ビジネスモデルを変革する業務そのものや､組織プロセス､企
業文化･風土を変革し､競争上の優位性を確立すること。



認定基準では「戦略の推進に必要な体制・組織及び人材の育成・確保に関する事項を具体的に示し、公表しているか」が求められており、社内の人材育成、教育のサポートをいたします。 

本制度の認定は､２年ごとにその更新を受けなければその効力を失います。忘れずに更新しましょう。 

はできていますか？
DX認定基準（デジタルガバナンス・コード2.0）には、
『戦略の実施の前提となるサイバーセキリティ対策を推進していること』が認定基準となっています。
昨今ではランサムウェアやマルウェアに代表されるウィルスによる深刻な感染被害は後を絶ちません。
大切な情報が外部に漏れたり、ウイルスに感染してデータが壊されたり、普段使っているサービスが
急に使えなくなったりしないように、対策をすることがサイバーセキュリティ対策です。

経験豊富な“ITの専門家“による手厚いサポートをいたします

申請チェックシートにおける記入の仕方、申請書への記載方法、留意事項 を抑えて作成します

「DX認定｣承認後の更新は２年後です｡更新の準備､手続きもサポートいたします！

継続更新手続き

DX人材の育成・教育サポート

サイバーセキュリティ・安全対策

DX認定基準の達成に向けて、各サポートをいたします。

まずはお気軽にご相談！お問い合わせはHPから！
https://soumu-madoguchi.co.jp/dx-nintei/

サイバーセキュリティ対策 最新動向への対応

DX認定取得DX認定取得
    手続き

2年後

可能な範囲での直近の
セキュリティ上の問題発生概要

 セキュリティ監査等を
実施していることの説明

情報処理
安全確保支援士の人数

ガイドブック・
マニュアル作成プログラム作成

認定基準では
「戦略の推進に必要な体制・組織及び人材の育成・確保に関する事項を具体
的に示し、公表しているか」が求められており、社内の人材育成、教育の
サポートをいたします。
情報セキュリティにおいても、全社的な取り組みや人材育成が重要であり、
情報セキュリティガイドブックや緊急時対応マニュアルの作成支援や教育
訓練などをサポートいたします。




